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研究要旨 
目的：児童青年期における精神疾患の診療実態に関する全国の医療施設における現状につ

いてアンケートにより調べることを目的とする。 
対象と方法：児童・思春期の精神疾患の診療に関する医療施設を対象としたアンケート調査

を実施し、精神疾患の診療を行っているという回答のあった 753 の調査票を解析した。 
結果：診療の対象とする疾患群では、R468 不登校が 92％ともっとも多く、F7 知的障害、

F8 心理的発達の障害、F9 小児期および青年期に通常発症する行動およびは情緒の障害

（ICD-10 のコード、以下同様）も 90％近くの施設で診療されていた。診療所、総合病院、

子ども病院では F2 統合失調症，統合失調症型障害及び妄想性障害、F3 気分障害を診療し

ている施設・診療科が少ない傾向があり、診療所、総合病院では F5 摂食障害、T74（虐待

関連）を診療している施設・診療科が少ない傾向があった。 
標榜診療科別では、精神科系を標榜している施設・診療科では小児科系と比較し、いずれ

の疾患群も診療している割合が高かった。全疾患群で未就学児は小児科系標榜科でより高

頻度に診療されており、高校生以上 20 歳未満で精神科系標榜科でより高頻度に診療される

という傾向が見られた。2 年以上診療を継続するケースが多かったのは、F2、 F7、F8、F9
であった。 
考察：こうした医療施設側から見た診療実態は、本研究班で実施したカルテ調査結果と一致

しており、患者数に対応した診療体制がとられているものと考えられた。またカルテ調査の

結果と同様にアンケート調査でも２年以上診療を継続している割合が高いことが明らかと

なった。 
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A. 研究目的 
児童青年期における精神疾患の診療実態

に関する全国の医療施設における現状につ

いてアンケートにより調べることを目的と

する。 
診療実態として、初診患者の対象疾患、初

診時年齢と性別、診療継続の状況、福祉機関

や保健機関、教育機関との連携の状況など

を明らかにする。 
 

B．研究方法 
本調査は児童思春期精神疾患や発達障害

の診療実態に関する施設調査である。日本

児童青年精神医学会、全国児童青年精神科

医療施設協議会、日本児童青年精神科・診療

所連絡協議会、日本小児神経学会、全国肢体

不自由児施設運営協議会、日本小児心身医

学会、日本小児科医会、一般社団法人子ども

の心専門医機構に協力を依頼し、その会員

が所属する医療機関に対してなるべく重複

が発生しないようにした上で、計 3294 の調

査票を配布した。 
本調査では１施設で複数の診療科が児童

思春期精神疾患を診療している場合には、

診療科単位で回答を得ることを想定してい

る。このため、以下回答単位を”施設・診療

科”とする。 
本調査は、医療施設の代表者から情報を

提供してもらうアンケート調査であるため、

倫理的な問題はないと判断した。 
 

C．研究結果 
 紙調査票で 715 件、Redcap 調査票で 183
件の回答を得た（計 898 件）。うち、施設

名の完全一致および自治体ごとに分類した

上での目視による判断で、17 件のデータが

施設・診療科ともに重複していると判断し、

重複を削除した。 

重複削除後の 881 件のうち、同意なしや

同意が欠損しているケースが合計 11 件あ

ったが、以後の調査に回答し、調査票を送

信・返送しているため、調査に同意したも

のとみなし、解析に含めた。これらのみな

し同意を含め、881 件を解析に含めた。 
なお、本調査では施設名が欠損している

回答が 96 あった。施設名が回答されてい

るもののうち、同一診療機関の複数診療科

から回答があったのは 16 施設 33 回答であ

った。これらは施設の属性や標榜診療科の

特定に問題はなかったため解析に含めた。 
881 件の回答のうち 753 件（85.5%）が

児童思春期精神疾患の診療を行っており、

135 件（14.5%）は行っていなかった。本報

告書では以後、児童思春期精神疾患の診療

を行っている 753 施設・診療科について報

告する。 
 
１）基本的な属性 

753 の施設・診療科のうち、関東地方が

231（31%）でありもっとも多く、ついで近

畿地方が 150（20%）であった。全体では

405（55%）が診療所、266（36%）が総合

病院であった。標榜施設は 185（25%）が精

神科系単独、496（68％）が小児科系単独、

52（7%）が精神科系小児科系両方であった。 
その他、各地域の回答数、施設種類、標榜

診療科の詳細は資料１に示した。 
 
２）各疾患群の診療状況 
全ての回答（753 件）のうち、R468 不登

校が最も多くの施設・診療科で診察されて

おり（691 件、92%）、次いで F7 知的障害

（645 件、86%）、F8 心理的発達の障害（647
件、86%）、F9 小児期および青年期に通常発

症する行動およびは情緒の障害（648 件、
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86%）は 9 割近い施設・診療科で診療され

ていた。 
診療所、総合病院、子ども病院では F2 統

合失調症，統合失調症型障害及び妄想性障

害、F3 気分障害を診療している施設・診療

科が少ない傾向があり、診療所、総合病院で

は F5 摂食障害、T74 被虐待関連を診療し

ている施設・診療科が少ない傾向があった。 
標榜診療科別では、精神科系を標榜して

いる施設・診療科では小児科系と比較しい

ずれの疾患群も診療している割合が高かっ

た。特に、F2、F3、F4、T74 被虐待関連で

は大きな違いが見られた。 
F7、F8、F9 小、R468 は施設種類、標榜

診療科を問わず、診療している施設・診療科

の割合が高かった。各疾患群の診療実態の

詳細は資料２にまとめて示した。 
 
３）各疾患群の診療年齢層 
全疾患群で未就学児は小児科系標榜科で

より高頻度に診療されており、高校生以上

20 歳未満で精神科系標榜科でより高頻度

に診療されるという傾向が見られた。 
F2、F3、F4、F5 は若年層で診療してい

る施設・診療科が少ないが、これは本来の疫

学的な特徴を反映しているものと考えられ

る。 
一方で、これらの疾患は思春期以上有病

率が高くなることが想定されるが、F 以外

疾患群では大部分の属性の施設で高校生以

上 20 歳未満の年齢層を診療している施設・

診療科数の割合が減少している。 
同様に、幅広い施設で診療されている F7、

F8、F9 は、高校生以上 20 歳未満の年齢層

を診療している施設・診療科数の割合が減

少している。 
高校生以上 20 歳未満の年齢層では、小児

科から精神科への引き継ぎなどに伴う診療

の断続や、小児の特性を持ちつつも精神疾

患が増えていくことなどから診療の受け皿

の乏しいなどの課題があることが考えられ

る。各疾患群の診療年齢層の詳細は資料３

にまとめて示した。 
 
４）各疾患群の患者数（調査前１ヶ月間の

新患概数） 
各疾患群を診療している施設において、

約半数の施設では 1 ヶ月間の初診数は 1-5
人であった。F7、F8 では、1 ヶ月間の初診

数が 21 人を超えるような拠点と考えられ

る施設・診療科が他の疾患群と比較し多く

あった。 
新患概数の下限人数（例：回答が 1-5 人

であれば、1 人）を用いて、調査回答施設・

診療科数におけるこれらの疾患群の１ヶ月

間の推計初診数の合計（下表の総新患数）を

求めると、全施設・診療科で約 13,000 人で

あった。疾患群別では、F8 が約 3,300 人で

もっとも多く、ついで F9 が約 2,300 人、

R468 不登校と F7 が約 2100 人と続いた。

これらと比較し、F2、F3、F5、その他の精

神疾患などはそれぞれ 1000 人に満たず、少

なかった。 
推計新患数の合計は診療所で約 7,300 人、

高次施設で約 5,700 人であった。診察して

いる施設での施設平均はそれぞれ18.0人／

月、17.0 人／月とほぼ同水準で、１日１人

程度の水準であった。 
初診概数の詳細については、資料４に全

施設・診療科の集計結果を、資料５、６に施

設レベル別の集計結果をまとめた。 
 
５）各疾患群の平均 2 年以上治療継続率 
各施設において、各疾患群の新患患者が
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2 年以上診療を継続する割合をまとめた。 
F2 統合失調症，統合失調症型障害及び妄

想性障害、F7 知的障害、F8 心理的発達の

障害、F9 小児＜児童＞期及び青年期に通常

発症する行動及び情緒の障害は 2 年以上診

療を継続するケースが多く、約半数の施設

がこれらの疾患の患者の 60%超が 2 年以上

診療を継続すると回答した。 
F2、F7、F8、F9 で 2 年以上診療を継続

するケースが多い傾向は診療所でも高次施

設でも同様であるが、診療所よりも高次施

設で 2 年以上診療を継続するケースが多い

傾向があった。各疾患の 2 年以上診療継続

率の詳細は資料７、８、９、10 にまとめて

示した。 
 
６）他機関連携に関する指標 
初診後 2 年以降診療を継続する患者にお

ける、初診後 2 年以降に他機関連携を実施

する割合は、約半数の施設・診療科で 20%
未満であった。一方で、2 年以上診療してい

る患者の 81%以上で、2 年以降にも他機関

連携を実施していると回答している施設が

10-28%あり、施設・診療科による差が大き

いことが明らかになった。 
疾患群ごとでは、T74 が高い割合で 2 年

以降の他機関連携を要していた（28％の施

設・診療科が 81%以上の患者で他機関連携

を実施）。2 年以降の他機関連携実施率は診

療所よりも高次施設でやや高い傾向があっ

た。各疾患群の 2 年以降の連携実施率は資

料 11、12，13 にまとめて示した。各連携先

カテゴリと連携している施設・診療科数に

ついては表 14 にまとめて示した。 
 
D．考察 
 今回のアンケート調査によって、診療す

る側から見た児童期・思春期の精神疾患の

診療実態を明らかにすることができた。 
 すなわち、診療の対象としては不登校が

もっとも多く、また F7、F8、F9 が 90％前

後の施設で診療対象となっており、その割

合は診療所と高次施設での違いや精神科と

小児科という診療科の違いによって差がな

いことが示された。 
疾患群として F2、F3、F4、F5 および虐

待関連については精神科の方が小児科に比

べて診療対象とする割合が高く、対象年齢

では就学前は小児科で高く、高校生以上で

は精神科で高いという違いが認められてお

り、これらは日常診療での感触として感じ

ていたことであるが、実際の数値として示

された意義は大きいと考えられる。 
今年度に実施した「子どもの心の診療実

態の把握と連携に関するカルテ調査」でも

F7、F8、F9 の初診患者数が多いという結果

であり、医療施設が患者数に応じた診療体

制を取っていることがうかがわれる。また、

診療継続期間についても、アンケート調査

とカルテ調査と一致して 2 年以上継続して

いる割合が多いという結果であり、他の関

連機関との連携についても同様の結果であ

った。こうしたことから、患者数や診療の継

続性や連携の必要性に応じて、医療機関が

必要に応じて診療を継続したり、関連機関

と連携を取っていることがうかがわれた。 
  
E．結論 
医療施設へのアンケート調査によって、

医療側の視点から、児童思春期の精神疾患

の実態や医療体制を明らかにすることがで

きた。カルテ調査による診療実態とアンケ

ート調査による診療実態は一致していた。 
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F．健康危険情報 

とくになし 
G．研究発表 

とくになし 

 
H．知的財産権の出願・登録状況（予定含む） 

1. 特許取得 なし 
2. 実用新案登録 なし 
3. その他 なし 
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資料 1 回答施設・診療科の地域、施設種類、診療科 

 

 

 

資料 2 各疾患群の診療実態 
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資料 3 各疾患群の診療年齢層 
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資料 4 各疾患群の調査前１ヶ月間の初診概数 

 

資料 5 診療所（n=400）における各疾患群の調査前１ヶ月間の初診概数 

 

資料 6 高次施設(n=327)における各疾患群の調査前１ヶ月間の初診概数 
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資料 7 各施設における各疾患群の平均 2年以上診療継続率の累積分布 

 

 

資料 8 診療所における各疾患群の平均 2年以上診療継続率の累積分布 
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資料 9 標榜診療科別にみた診療所における各疾患群の平均 2年以上診療継続率の累積分布 
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資料 10 高次施設における各疾患群の平均 2年以上診療継続率の累積分布 

 

 

資料 11 各疾患群の 2年以上診療を継続する患者における 2年以降の連携実施率の累積分

布 
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資料 12 診療所における 2年以上診療を継続する患者における 2年以降の連携実施率の累

積分布 

 

 

 

 

資料 13 高次施設における 2年以上診療を継続する患者における 2年以降の連携実施率の

累積分布 
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資料 14 各連携先カテゴリと連携している施設・診療科数 
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